
A市 B市 C市 E市 F市 G市 H市 I市 K市 地方税共同機構

1 機能 家屋 2.2.1

.

- 増改築の別

が分かるフラ

グ

「増改築の別が分かるフラグ」を必須の管

理項目とするかについて検討（備考欄

に『※　「増改築の別が分かるフラグ」を

必須の管理項目とするかについては検討

中。』と記載されているため）

2.2.1の「増改築の別が分かるフラグ」を「増改築フラグ」に修正し、備考欄の『※　「増改築の別が分かるフラグ」を必須の管

理項目とするかについては検討中。』を削除いたします。

＜事務局検討経緯＞

　本管理項目は、本棟（増改築前から存在する部分）とは別に増改築部分を分けて管理することが目的であるが、当初案

で（増改築の別が分かるフラグ）だと「増築」と「改築」のみを分ける項目であるように見えるため、増改築部分を本棟と別に

管理する項目であることを明確化するために「増改築フラグ」と修正する方針ですが、さらに、帳票No.58名寄帳兼課税台帳

の印字項目において「増改築の別」を要件化していることから、機能要件においても「増改築フラグ」を「増築フラグ」と「改築フ

ラグ」に分けることの必要性を検討しているところ。

【全団体】

2.2.1において、増改築部分を増築部分と改築部分に分けて管理すべきか回答ください。

①増築部分なのか改築部分なのかが分かるように管理すべきである。

②増築部分なのか改築部分なのかが分かるように管理しなくて良い（増改築部分であることが分かれば充分）。

● 概要調書の棟数カウントでも、「増築」

は一棟としないなど、判断項目は必要と

考えます。フラグを増やすのではなく、フラ

グの内訳で管理をすれば良いと思いま

す。

事務局追記：①と判断いたしました。

② ② ②増改築が分かればいいと考えます。 ②本市の現在の運用として改築は再評

価していないため、増改築部分であるこ

とが分かれば問題ありません。

課税台帳は登記簿に基づいて作成さ

れることから、増築部分・改築部分ごと

に作成されるとは考えていない。課税台

帳に増改築の履歴を所持するのが望ま

しいと考える。（項番7において課税台

帳の作成単位について、主屋での管理

と増改築単位の両方が許容されている

ことから今回の提案内容①②どちらでも

良いと考えるが、しいて言うなら①が良

いのではないか。）

①帳票No．58名寄張兼課税台帳で

「増改築の別」を要件化していることか

ら、同様にしたほうがよいと考える

➀が良いと考えます。現行では、増築、

改築分けて管理しています。

②両方兼ねている場合もあり、明確に

分けられない物件もある。仕分けするな

ら、増築・改築・増改築と３つあればよ

いが、そこまで明確にする必要はないと

考える。

①増築部分と改築部分は別で管理す

べきと思います。

本棟と別棟が新築時での別棟部分な

のか、もしくは新築後の増築部分である

かの区別は必要かと思います。改築とい

うのは本棟でも別棟でもありえることなの

で、増築と改築は別管理が必要です。

■回答集計

①増築部分なのか改築部分なのかが分かるように管理すべきである。

→　5団体：A市、G市、H市、I市、地方税共同機構

②増築部分なのか改築部分なのかが分かるように管理しなくて良い（増改築部分であることが分かれば充分）。

→　5団体：B市、C市、E市、F市、K市

■事務局

【H市、I市】

　「増築」と「改築」に分ける必要性を具体的に教えてください。

　※２団体の回答を踏まえて、②と回答いただいた団体に意見を伺い、WTにて「増築・改築を分ける必要性」について

検討いたします。

●

2 機能 家屋 2.2.2

.

- 整理番号の

付番機能

次の機能を必須機能とするかについて検

討。「1棟ごとに整理番号を、自動付番

又は手入力で付番のどちらも行えるこ

と。」

【全団体】

①土地、家屋及び償却資産課税台帳において、一つ一つの資産ごとに固有の番号（登記情報としての番号を除く。）を付

していますか。

②①で付番しているのであれば、自動付番なのか、手入力なのか。

③②で自動付番であれば、ランダム付番なのか、一定の付番ルールを定めているか。

④③一定の付番ルールを定めているのであれば、その内容を教えてください。

　例：上２桁が01ならば中央区など

● システム上では、自動的に付番される

「物件番号」と、任意に入力できる「家

屋整理番号」の2つが存在します。

物件番号の場合、

①一つ一つの資産ごとに固有の番号

（登記情報としての番号を除く。）を付

している。

②自動附番

③一定のルールで附番

④最大番号をシステム内で管理してい

ます。

　最大番号+1の番号を付設していま

す。

家屋整理番号の場合

①付している（付していない団体の方

が多い）

②手動

③一定のルールのもとで附番

④連番等

①土地：なし

家屋：固有の番号あり

償却：固有の番号あり

②土地：－

家屋：自動付番、手入力の両方（家

屋評価システムで付番した番号を固定

資産税システムに転送するため、主に手

入力）

償却：手入力

③土地：－

家屋：一定の付番ルールあり

償却：一定の付番ルールあり

④土地：－

家屋：新築の場合、新しい番号を順

番に付番

償却：資産コードを８桁で取得年月の

早い資産から入力「例：5030001、

5030002…」

※土地と家屋には、それぞれ一筆・一

棟ごとに「土地コード」と「家屋コード」が

あります（付番のルールは不明）

①付番している

②直接入力の場合は自動付番。家屋

評価システムからデータを吸い上げる時

は家屋評価システムで使用している番

号で付番

③ランダム

・家屋

①固有番号を付しています。

②自動付番

③8桁で00000001からの連番

①はい。家屋は物件番号を付番してい

ます。

②自動付番

③ランダム付番

①土地は共用土地の場合に一筆の共有構

成ごとに「物件共有コード」、専有単位に「専

有コード」で管理している。（敷地権が付い

ていない区分家屋の敷地等の場合に必

要。）

家屋は一般家屋について「物件番号」、区

分家屋について一棟ごとに「一棟コード」、専

有部分ごとに「物件番号を所持している。償

却資産について、固有の番号を採番してい

る。

②土地家屋は「物件共有コード」のみ自動

付番（次期システム構築時には全体的に自

動付番とするのが望ましいと考える。）。償

却資産は自動付番である。

③一定の付番ルールを定めている。

④土地家屋は付番時の採番されている番

号の次番号から採番。

償却資産は、資産番号は7桁で構成されて

る。資産番号の上１～２桁目は、資産番

号の作成年（西暦の下２桁）としている。

資産番号の上３桁目は、現年・過年度区

分コードとしている。現年度の場合、資産番

号の上５桁目以下は、納税義務者単位の

番号（５桁で００００１から８９９９

９）としている。過年度の場合、資産番号

の上５桁目以下は、納税義務者単位の番

号（５桁で９０００１から９９９９９）

としている。

①付している

②自動付番だが手入力も可能

③ランダム付番

【土地家屋】

①付している

②自動付番

③不明です

④不明です

【償却】

資産コードを付番しています。付番体系

は自動です。現行システムの付番体系

は、資産の種類（１～６）ごとに、資

産コード１から順に連番が付番されま

す。この連番は年度切替しても変わりま

せん（申告により減少した資産の連番

は、次年度において欠番となる。）

　次期システムでは、資産コードは２種

類あり、資産固有の番号（年度切替し

ても変わらない、資産を一意に特定でき

る番号）と、年度ごとに振りなおされる

通し番号があります。前者の、資産を一

意に特定できる番号の付番体系につい

ては、ベンダーに確認しないと詳細が分

かりません。必要でしたらベンダーに問い

合わせます。

①付している

（土地家屋）

②区コード・物件コードは手入力、整理

番号は自動付番

③一定のルールを定めている。

④区コード＋物件コード（登記情報で

ある地番、家屋番号）＋整理番号

　 一番最初に作成した物件については

整理番号「00」、その後同じ地番、家

屋番号で作成した場合は「01」

「02」・・・と整理番号が大きくなる。

（償却資産）

②自動付番

③一定のルールを定めている

④資産の課税開始年度(3桁)＋種類

別明細書ページ番号（３桁）＋行番

号（２桁）

大阪市の対応について回答します。

①土地については地番にて管理、家屋

については建物ごとに登録番号を附番

しています。

②家屋の登録番号は、手入力。

③ー

④家屋の登録番号は原則住居表示

番号をもとに附番しています。

「〇〇〇〇ー〇〇〇〇ー〇〇〇〇」

左４桁は、字（区以下の部分）ごとの

番号と丁目番号

中４桁は、番と号

右４桁は、０から順番に附番、区分マ

ンションの場合は部屋番号

※登録番号で家屋のだいたいの場所が

分かるようになってます。

■回答集計

「No.2整理番号」シート参照

■事務局

　土地、家屋及び償却資産課税台帳において、一つ一つの資産ごとに固有の番号を管理している団体が多いため、機

能要件1.2.1、2.2.1及び3.1.1に、土地、家屋及び償却資産課税台帳にそれぞれの固有の番号を付番できる機能を

要件化いたします。

　また、それぞれの固有の番号は、手入力及び自動採番いずれも可能であることといたします。

　なお、自動採番の場合の採番のルールについて、各団体の仕様に合わせて機能要件化することは、カスタマイズに当た

るため、標準化検討において要件化することができません。

　そのため、自動採番のルールについては、各ベンダの標準パッケージシステムの仕様に合わせていただくこととなります。

5 印字 3資産 帳票

No.5

8

- 個人番号又

は法人番号

（マイナン

バー）

番号法との整理を検討 【全団体】

①外部の者（納税義務者本人も含む）に対して交付する帳票において、個人番号が記載されているものはありますか。ある

場合は、どの帳票において、どのような者に対して交付する場合に個人番号を印字していますか。

②外部の者（納税義務者本人も含む）に対して交付する帳票において、法人番号が記載されているものはありますか。ある

場合は、どの帳票において、どのような者に対して交付する場合に法人番号を印字していますか。

● ①ない

②ない

個人番号及び法人番号は情報として

持っていますが、帳票への記載はしてい

ません。

①なし

②なし

①個人番号が記載された帳票はありま

せん（固定資産課税台帳兼名寄帳に

個人番号（法人番号）の欄はありま

すが、個人番号は＊消しされた表示と

なっています）。

②固定資産課税台帳兼名寄帳に法

人番号の記載があります。交付する相

手によって記載の有無を変えてはいませ

んが、納税義務者本人および受任者に

交付する帳票です。

①②共に、記載されているものはありま

せん。

①現時点では無い。

②現時点では無い。

①なし

②名寄帳（課税台帳）、評価調書

（使用していない）

【土地家屋償却】

①②とも現行帳票において、印字してい

るものはありません。

①、②ともに「印字無し」 特になし。 ■回答集計

①　回答団体すべて：なし

②　あり：２団体　E市とH市（どちらも名寄帳兼課税台帳に印字）

　　なし：７団体　A市、B市、C市、F市、G市、I市、K市

■事務局

外部の者（納税義務者本人も含む）に対して交付する帳票において、個人番号は記載しない方針といたします。（帳

票印字項目から削除いたします。）

【E市、H市】

　帳票No.58「名寄帳兼（補充）課税台帳」に法人番号を記載しない場合に、業務上支障がありますか。

●

事務局意見
事務局より

質問
分類

項番

/No.
資産

意見

照会
No. 構成員回答

機能 土地

＆家

屋

7

事務局方針　／　WT構成員向け確認事項 構成員回

答の要否
概要 内容

1.2.1

.

2.2.1

.

- １筆複数画

地・複数増改

築棟の管理

について

土地・家屋の課税台帳をどの単位ごとに

作成するかについては、ベンダのパッケー

ジ間の運用が異なるため、APPLIC税

TFにどのように標準仕様書に記載すべき

か照会し、それを反映することとする。

詳細は全国意見照会時の「04_固定

資産税_補足資料.pptx」

＜土地（補充）課税台帳について＞

１筆複数画地の場合において、団体の運用上以下の２通りの管理方法がありましたが、①と②の間のシステム移行につい

て、データ阻害要因にならないことが確認できましたので、現行の仕様書案の記載ぶりで①及び②どちらの運用も許容されるも

のといたします。

①１画地ごとに課税台帳を作成

②１筆ごとに課税台帳を作成

＜家屋（補充）課税台帳について＞

増改築があった場合において、団体の運用上以下の２通りの管理方法がありましたが、①と②の間のシステム移行について、

データ阻害要因にならないことが確認できましたので、現行の仕様書案の記載ぶりで①及び②どちらの運用も許容されるものと

いたします。

①主屋部分とは別に増改築部分の課税台帳を作成

②主屋の課税台帳の情報として増改築部分を登録（増改築部分の課税台帳を追加することはしない。）

＜総務省より質問＞

■土地　QA #44

・現在、土地課税台帳は１筆または１画地ごとに台帳を作成することを想定しておりますが、課税台帳の作成単位／データ

の持ち方について、データ移行の阻害要因になっているかを教えてください（例：台帳作成は１筆単位とし、分割評価（１

筆複数画地）の際は現況情報としているパッケージがあり、データ移行の阻害要因になっている　等）。

■家屋　QA #91

課税台帳上、増改築時した物件の取り扱いについて地方団体間で差異があり、データ移行の阻害要因となっていると認識し

ている。以下どちらのケースが最適か理由も含めて意見をご教示ください。

①増改築した物件ごとに課税台帳を１枚起票し、元棟と紐づける

②元棟の明細（現況情報など）として増改築した物件をぶら下げる

なお、上記の標準化が難しい場合、中間標準レイアウト仕様の更改等によるデータ阻害要因の解消を想定している。どういっ

た観点での更改を行うべきか、ご意見をお聞かせください。

＜APPLIC税TF＞

■土地

「土地課税台帳」とは帳票のことではなく土地の課税マスタのレコードという認識であっていますか。

上記前提での回答ですが、分割評価の場合に１筆単位に管理しているシステムの移行に直面したことはありません。分割評

価単位に土地課税マスタが作成されている認識です。

データ移行の阻害要因になる事例はありません。

■家屋

お示しいただいたケースがデータ移行の阻害要因になっている認識はありません。

必要な情報があれば移行時に作成できますので、①②どちらでも問題ないです。

3 帳票 3資産 帳票

No.1

~92

- よい。 対象期間の「〇〇までに取得した固定

資産」ですが、〇〇とは年月日？年

度？ですか。

何の期間ですかの回答になっていないよ

うな・・・

■事務局

　「事務局方針／WT構成員向け確認事項」に記載した確認事項が、当初、A市からいただいた意見を踏まえたものに

なっていませんでした。

　そこで、事務局で再度整理をさせていただき、それぞれの帳票を、その用途ごとに分類分けを行い、それぞれの「出力条

件」における「・対象となる期間を指定する。」について、以下のとおりといたします。

①入力内容を確認するための帳票における「期間」を、「確認の対象となる処理を行った期間」といたします。

（帳票No.4,5,13,14,26,40,41,42,43,44,45,53,64が該当）

②入力内容を集計するための帳票における「期間」については、「期間」ではなく「集計の対象となる時点」に修正いたしま

す。

（帳票No.9,10,12,59,65が該当）

③特定の対象者の一覧を出力する帳票における「期間」を、「期間」ではなく「一覧を出力する時点」に修正いたします。

（帳票No.34,46,49,50,54,55,56,57,66,67,75,85,86が該当）

④特定の処理を行った対象者へ送付する通知書等における「期間」を、「通知等の対象となる処理を行った期間」といた

します。

(帳票No.60,61,62,63,82が該当)

　また、「・対象となる年度を指定する。」については、「・対象となる期間を指定する。」とは異なる出力条件であるため、引

き続き要件化いたします。

＜例＞

　令和３年度の土地（補充）課税台帳において、５月１～31日までに処理したものの、帳票No.5「土地課税台帳

の異動確認表」を出力する場合、以下のとおりとなる想定です。（同期間において、令和２年度の土地（補充）課税

台帳の異動処理を行っていたとしても、出力する帳票には含まれない。）

・対象となる年度を指定する→令和３年度

・確認の対象となる処理を行った期間を指定する→５月１日～31日

出力条件 出力条件について、何に対して年度・期

間・時点を指定するかについて検討

<参考>

帳票WT⑤　事前照会結果

【A市】

・対象となる期間を指定できること。

→期間とは、異動入力した日付を期間

（from～to）で指定するのか？期間

が何を指すか明確にしてほしい。

帳票WT⑤　議事概要

・期間と日付が、何の期間、日付なの

か、全国照会のタイミングで精査すること

とする

【全団体】

期間について、「対象期間、軽減期間とは、「○○までに取得した固定資産について、△△年度分の課税標準を1/2とす

る。」との特例があった場合に、「○○まで」が対象期間、「△△年度分」が軽減期間となります。」と整理いたしますが、よろし

いでしょうか。

● 帳票（○○異動確認票）の抽出条

件で「軽減期間」などでの抽出が必要

なのか疑問です。異動入力した期間が

一般的ではないでしょうか？

かりに特例の適用終了年や、適用期間

で抽出したいのであれば、個別に抽出

条件を明記すべきです。

”期間”の用語定義において、”from”の

部分がない点にやや違和感を感じる。

また、特例の設例自体が、課税標準の

特例に関する規定の典型事例と文言

が異なっているように思われる。

期間について、「対象期間、軽減期間と

は、「新たに固定資産税が課されること

になった年度から〇〇年度分の固定資

産税に限り、△△年度分の課税標準を

1/2とする。」との特例があった場合に、

「新たに固定資産税が課されることに

なった年度から〇〇年度分」が対象期

間、「△△年度分」が軽減期間となりま

す。」と整理するのはどうか。

異議なし 【土地家屋】

一般的には事務局方針のような考え方

だと思いますが、より個別具体的に検討

することも必要であると考えます。

【償却】

質問の意図が分かりません。本表におい

て、帳票要件の項番がNo.1~92とあり

ますが、各帳票ごとに、その要件におけ

る「対象期間」が意図することは違うの

ではなでしょうか。事務局方針はなぜ特

例・軽減に限った話になっているのです

か。

入力内容の確認リスト（異動確認リス

ト）であれば、入力を行った期間が「対

象となる期間」でしょうし、「ある特定の

条件（特例・軽減・減免対象となる、

取得時期の範囲や特例継続期間）を

満たす資産の一覧」（特例・軽減・減

免対象リスト）であれば、事務局方針

のようになるかと思います。

各帳票の性質、欲しい情報を考慮して

個別に検討が必要ではないでしょうか。

よろしいと考えます。 問題なし。 事務局方針のとおりで問題ありません

が、軽減期間について以下内容を確認

させていただきたいです。

「「△△年度分」が軽減期間となりま

す。」とのことですが、これは「△△年度

分まで」のto~の期間を指しているので

しょうか、△△年度分の単年を指してい

るのでしょうか。前者であれば「～～ま

で」等の表現にしても良いのではと、後

者であれば「軽減年度」の表現でも良

いのではないかと考えます。

問題ありません。

　事務局方針のとおりといたします。
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A市 B市 C市 E市 F市 G市 H市 I市 K市 地方税共同機構
事務局意見

事務局より

質問
分類

項番

/No.
資産

意見

照会
No. 構成員回答事務局方針　／　WT構成員向け確認事項 構成員回

答の要否
概要 内容

9 印字 3資産 旧帳

票

No.1

60

・名寄

帳兼

（補

充）

課税

台帳

- 算出税額の

定義

以下の＜参考＞のWT経緯より、「算出

税額」について事務局で定義する。

＜参考＞

WT④検討事項：

必要とした団体にお聞きします。算出税

額とは、名寄せ後の税額のうち、区分所

有税額を除いたものと考えておりますが、

間違いがないか確認させてください。

また、「算出税額」では意味するところが

分かりづらいことから、より適切な名称の

アイディアをご教示ください。

WT④議事概要：

・事務局が想定してることに加えて、軽

減、１００円未満の切り捨て処理を行

う前の税額のことである。（E市、H市）

→区分所有については、即答できない

が、概ね上記と同様の運用である。（D

市）

→本印字項目を、オプションとする。

【全団体】

「算出税額」を、「税額の減額措置及び減免措置の適用前の名寄せ後の税額のうち、区分所有分の税額を除いた額」といた

しますがよろしいでしょうか。（帳票印字項目の全国照会においても上記のとおり用語の定義を行っております。）

● 義務者からの問い合わせが増加するた

め、便宜的に持ち分相当分の課税標

準額、算出税額を納税通知書等には

表示している。

算出税額には、持ち分相当分を含む形

としてほしい。

また、減免税額についても、算出税額か

ら差し引いたもので表示すべきか、差し

引く前で表示すべきか、整理してほし

い。

よろしいと考えます。 問題なし。 事務局方針のとおりで問題ありません。 問題ありません。 概ね良い。（この項目は「実装してもし

なくても良い」項目であるため）

異議なし 事務局方針でOK 現行K市では、「税額の減額措置及び

減免措置の適用前の名寄せ後の税額

のうち、区分所有分の税額を除いた額」

と定義された項目を持っていないため、

区分所有分も入れた額としていただきた

い。

※「区分所有分を除いた税額」とは区

分所有家屋にかかる家屋やあん分課

税対象土地の持分にかかる税額という

認識で回答しています。

特になし。 ■回答集計

異議なし：８団体　B市、C市、E市、F市、G市、H市、I市、K市、地方税共同機構

修正意見あり：２団体　A市、K市

■事務局

【全団体】

　区分所有家屋の敷地と一般の土地を併せて所有する者について、貴団体の名寄帳兼（補充）課税台帳（これと類

似した「物件ごとの明細」と「名寄せした後の税額等の情報」が印字された帳票）は、区分所有の敷地分の税額と一般

の土地分の税額が別に印字されていますか。

　※いただいた回答を基に、帳票印字項目として税額がどのように印字されていれば、納税者にとって分かりやすい帳票と

なるのかという観点で、WTで検討いたします。

●

10 機能 土地

＆家

屋

1.1.1

.

2.1.1

.

27 登記情報の

データ構造に

ついて

現行、課税台帳上の登記情報につい

て、経年管理している登記情報マスタ側

の登記情報を参照することとし、課税台

帳側で保持しないこととしているが、以下

団体意見より、「課税台帳において、登

記情報を年度管理することの必要性」を

ベンダにも確認しながら検討する。

【団体意見】

過去年度に対する登記の訂正があった

場合に、入力が複雑となり、事務にそぐ

わない。

登記情報にもとづいて課税を行っている

ため登記情報についても経年管理ととも

に年度管理することが望ましい。

機能要件としては登記情報を経年管理

し、課税台帳参照時には賦課期日時点

の内容が確認できれば良い。

データ構造（マスタとするかどうか）まで

を標準化する必要はない。

ベンダ３社から「登記情報については、経年管理に加えて、課税台帳上で年度ごとの管理もすべき」との意見をいただいたた

め、課税台帳上での年度管理を機能要件に追加いたします。

＜年度管理も必要な理由（ベンダ聞き取り）＞

・登記情報を重複して管理することになったとしても、システム構成がシンプルであることを優先すべき。

・課税台帳において、登記情報を参照する方式にすると、画面表示や証明書発行のたびに経年管理登記情報の中から該

当する情報を参照する必要が生じ、システムへの負荷や職員の利便性の観点から適切ではない。

問題なし。 承知しました。 　事務局方針のとおりといたします。

13 機能 家屋 2.2.1 1626 改築部分の

床面積

【団体意見】

改築部分の床面積の入力欄新設

（意見団体からの意見に対して）改築部分については、主棟とは別に家屋（補充）課税台帳を管理することとしたため、改

築部分の床面積についても主棟の床面積とは別に管理できることとなります（改築部分のフラグについてはNo.１で別途確認

いたします。）。

● 承知した よろしいと考えます。 問題なし。 確認しました。 問題ありません。 当市では1棟単位に台帳を作成してい

るため、改築は履歴として保持してい

る。この改築の場合の床面積は、1棟と

して改築後の全体床面積を保持してい

る。

異議なし 事務局方針でOK 意見なし 特になし。 ■回答集計

異議なし：９団体　A市、B市、C市、E市、F市、H市、I市、K市、地方税共同機構

コメントあり：１団体　G市

■事務局

　概ね了承いただきましたので、事務局方針のとおりといたします。

14 機能 家屋 2.2.1

0

1775 未登記増築 【団体意見】

未登記増築の場合、主棟との紐づけが

できること。

（意見団体からの意見に対して）登記の有無にかかわらず、2.2.1において増改築部分であることのフラグ管理は可能となっ

ており、主棟との紐付けについては2.2.15で要件化しております。

● 承知した よろしいと考えます。 問題なし。 確認しました。 問題ありません。 当市では1棟単位に台帳を作成してい

るため、増築は履歴として保持してい

る。

異議なし 問題ないです。 意見なし 特になし。 ■回答集計

異議なし：９団体　A市、B市、C市、E市、F市、H市、I市、K市、地方税共同機構

コメントあり：１団体　G市

■事務局

　概ね了承いただきましたので、事務局方針のとおりといたします。

15 機能 家屋 2.2.1

2

1832 家屋現況情

報　種類

【団体意見】

「建物全体の種類区分」の追加

「建物全体の種類区分」については、２以上の用途の家屋に対して家屋（補充）課税台帳を用途ごとに分けて作成してい

る場合に、いずれの家屋（補充）課税台帳に設定された用途が、当該家屋を１棟全体で見た場合の用途であるかを管理

するための項目です（下記例の②の場合に必要となる項目です。）。

複合用途家屋における経年減点補正率のかけ方が、「１棟全体で見た場合の用途によりかける方法」と「複合用途家屋の

うち、用途が異なる部分ごとにかける方法」があり、家屋（補充）課税台帳をどの単位で作成するのかが団体によって異なる

ことから、本機能について「実装してもしなくても良い機能」としてよろしいか伺います。

例：１階部分が事務所（50㎡）、２階部分が居宅（50㎡）である家屋（主な用途は事務所とした場合）について

①事務所部分と居宅部分で併せて１つの家屋（補充）課税台帳を作成し、課税台帳の「用途」は事務所を設定する。

②事務所部分と居宅部分でそれぞれ家屋（補充）課税台帳を作成し、課税台帳の「用途」はそれぞれ設定する。その上

で、当該家屋を１棟全体で見た場合の用途を事務所として設定する。

● 承知した 当市では、１棟全体の用途を「併用住

宅」として登録しています。

①しかし、区分所有の場合は②。 事務局方針のとおりで問題ありません。 問題ありません。 当市では必要性は感じないが、実装し

てもしなくても良い機能であれば良い。

異議なし 事務局方針でOK 異議なし 特になし。 ■回答集計

異議なし：９団体　A市、C市、E市、F市、G市、H市、I市、K市、地方税共同機構

コメントあり：１団体　B市

■事務局

　概ね了承いただきましたので、事務局方針のとおりといたします。

16 機能 家屋 2.2.1

2.

1860 家屋現況情

報　主たる明

細区分、種

類

【団体意見】

＜家屋現況情報＞

・家屋種類区分情報の追加

登記情報における「種類」＝現況情報における「主たる用途区分」であると考えられるため、「家屋現況情報」には「家屋種類

区分」の追加はいたしません。

また、備考に『登記情報における「種類」が、現況情報においては「主な用途区分」です。』と記載いたします。

　事務局方針のとおりといたします。

19 機能 3資産 10.1.

1.

988 調定処理 固定資産税に係る機能として要件化し

ているものについて、都市計画税に係る

機能として要望する意見があったため、

都市計画税の機能の要件化の方法に

ついて検討する。

【団体意見】

都市計画税の当初賦課処理後、又は

更正処理後に、調定処理ができること。

【全団体】

標準仕様書作成にあたり、下記方針でよろしいか伺います。

都市計画税の機能については、固定資産税の機能と明確に書き分ける必要があるものを除き、標準仕様書上の共通事項と

して「都市計画税の機能は、標準仕様書上に記載しているものを除き、固定資産税の機能と同様とする。なお、都市計画税

の機能は、実装してもしなくても良い機能とする。」と記載する。

※都市計画税の機能を、標準仕様書上の共通事項として記載する場合に、現行の標準仕様書案において機能要件ごとに

個別に要件化している都市計画税に係る機能の中で、削除する項目を列挙し、WT当日の資料として提示いたします。

● 承知した よろしいと考えます。 問題なし。 事務局方針のとおりで問題ありません。 問題ありません。 概ね良い。 異議なし 事務局方針でOK 都市計画税の機能は、実装すべき機

能とすること。

特になし。 ■回答集計

異議なし：９団体　A市、B市、C市、E市、F市、G市、H市、I市、地方税共同機構

コメントあり：１団体　K市

■事務局

　都市計画税に係る機能については、利用しない団体も多数見込まれることから、「実装してもしなくても良い機能」として

要件化しております。

　なお、都市計画税の機能を固定資産税の機能と明確に書き分ける必要があるものはなく、標準仕様書に「都市計画

税の機能については、固定資産税の機能要件の例によるものとする。」と記載する方針です。

【都市計画税を賦課している団体】

　標準仕様書で要件化する機能のうち、固定資産税の機能と明確に書き分ける必要性がある都市計画税の機能があ

りましたら教えてください。

（都市計画税賦課業務のために必要で、固定資産税賦課業務においては不要である機能の例）

　教えていただいた機能については、本WTにおいて検討し、必要に応じて「固定資産税の機能と明確に書き分ける機

能」として要件化いたします。

●

20 帳票 3資産 55 201 課税標準額

の特例措置リ

スト

【団体意見】

以下の内部帳票を追加

・課税標準額特例変更リスト

・期限付減免リスト

・減免所有者変更リスト

・非課税所有者変更リスト

【全団体】

提案市から提案いただいた下記４帳票の概要を確認いただき、それらの帳票（いずれも内部帳票）の要否についてご回答く

ださい。

・課税標準額特例変更リスト

・期限付減免リスト

・減免所有者変更リスト

・非課税所有者変更リスト

● いずれも、EUC機能で抽出調査できる

ため、帳票要件とする必要は無い。

・課税標準額特例変更リスト

・期限付減免リスト

・減免所有者変更リスト

・非課税所有者変更リスト

EUCで抽出できればよろしいと考えま

す。

ＥＵＣで各項目が抜けるのであれば、

帳票としては必要ない。（阿久澤）

あれば便利ですが、個別帳票としては

不要と考えます。

概要は確認できませんが、追加されても

問題ない帳票だと思います。

各々どういった場面で必要になるのか不

明。（各種軽減措置の適用物件の所

有権が移転した場合に出力するもの

か。この内容であればあっても良い

か。）

異議なし 【償却】

リスト項目、提案市における用途、リスト

抽出時の指定条件等をご教示くださ

い。リストの名称だけでは判断しかねま

す。

要

現行でも点検に使用しており、課税誤り

を防止する観点からも必要。

特になし。 ■回答集計

必要：１団体　K市

あってもよい：２団体　F市、H市

EUC代替可：４団体　A市、B市、C市、E市

設問の記載では判断不能：２団体　G市、I市

■事務局

　必ずしも帳票としては必要でないという団体が多いため、EUC代替可の内部帳票（実装してもしなくても良い帳票）と

して追加いたします。

※提案市ご意見の帳票について、提案市に作成いただいた帳票概要を「No.20提案市帳票」シートに記載いたしまし

た。

よろしいと考えます。 ①イコールでない場合もある（現況課

税のため）

②問題ない。

③問題ない。

異議ありません。 ①②③問題ありません。家屋現況情

報の「主たる

明細区分」

「種類」

【団体意見】

＜家屋現況区分情報＞に「主たる明細

区分」「種類」「調査年月日」の項目を

追加し、滅失年を「滅失年月日」に修正

していただきたい。

姫路市に確認したところ「主たる明細区分」とは、「主棟と附属棟の別を管理し、お互いを紐付けるための項目」であるため、

2.2.15において「主棟と附属棟を設定し、紐づけできること。」としているため要件化済みです。

【全団体】

下記事項について、ご異議がありましたら教えてください。

①登記情報における「種類」＝現況情報における「主たる用途区分」であると考えられます。

②「調査年月日」については、前回WTで必要とする団体もあったため「現況調査年月日」とした上で「実装してもしなくても良

い項目」といたします。

③滅失年月日について、「滅失年月日」とした上で備考欄に「各項目について空欄とすることも可能です」と記載いたします。

● ①種類と用途の取り扱いは、ベンダー側

のシステムに合わせてほしい。

　現在は、登記簿上の用途をシステム

では、登記「種類」、課税「種類」として

管理し、

　登記簿上の種類を、登記「用途」、課

税「用途」として管理している。

　システム上は、登記簿上の矛盾を項

目名を統一することで吸収している。

②承知した

③承知した

12 機能 家屋 2.2.1

2.

1810 ①登記のおける「種類」と現況（評

価）情報における「主たる用途区分」は

別のものであると考える。

種類は登記申請者による家屋の利用

用途であるが、主たる用途区分は固定

資産評価基準に基づき、評価庁が判

断する項目であることから別のものであ

る。

②良い。

③良い。

異議なし 事務局方針でOK ①異議なし（登記と現況が違う場合も

あるため現況を入力できればよい）

②異議なし

③異議なし

①登記情報における種類と現況の主た

る用途区分は異なることがあります。

②③特になし。

■回答集計

①異議なし：６団体　B市、E市、F市、H市、I市、K市

　異議あり：１団体　A市

②異議なし：全回答団体

③異議なし：全回答団体

■事務局

　下記について確認いたします。

【C市、G市、地方税共同機構】

　「事務局方針／WT構成員向け確認事項」に記載した確認事項について、登記と現況が異なる可能性があることを想

定していないわけではございません。

　例えば、居宅として登記されている家屋（現況の主な用途は居宅、一部店舗）がある場合、「居宅」という管理項目

を、登記情報では「種類」と呼び、現況情報では「主たる用途区分」と呼ぶ事を記載しております。

①上記３団体への確認結果を踏まえて、検討いたします。（概ね了承いただきましたので、事務局方針のとおりとする方

針です。）

②当初案のとおりといたします。

③当初案のとおりといたします。

●

2/4



A市 B市 C市 E市 F市 G市 H市 I市 K市 地方税共同機構
事務局意見

事務局より

質問
分類

項番

/No.
資産

意見

照会
No. 構成員回答事務局方針　／　WT構成員向け確認事項 構成員回

答の要否
概要 内容

21 帳票 3資産 75 511 死亡者一覧 【団体意見】

以下の外部帳票を追加

・相続人代表者届

・現所有者申告書

【全団体】

提案市では、システムから本帳票を出力することを実現しており、提案いただいた帳票「相続人代表者届」及び「現所有者申

告書」のうち、システム内で管理している被相続人の氏名等の情報を印字しているようです。

提案市からのサンプルを基に、「実装してもしなくても良い帳票」として外部帳票を追加いたしますが、サンプルを確認いただき、

帳票印字項目として過不足がないかをご回答ください。

● システム化することで、どの程度の業務

効率、納税者の負担軽減につながるの

か確認したい。

システム化をおこなうのであれば、現所

有者の申請は、みなし所有者を認定す

る場合に使用すると理解している。死亡

した場合に限られる申請では無いので、

表現は見直したほうが良いのではないか

と思う。また、新たな帳票様式を増やさ

ず相続人指定届け、現所有届けは、

同じ様式で、タイトルを変更して印字で

きるなど、使い勝手の良い帳票設計を

行ってほしい。

帳票への意見については、別紙、

「No22-3別紙_【印字項目】相続人

代表者届及び現所有者申告書.xlsx」

のAC列に記入しました。

過不足はありません。 問題なし。 本人特定のために「No.22-1別紙_提

案市様式（相続人代表者届）」の代

表者欄に生年月日の記載欄があると良

いと考えます。

・相続人代表者届

本市は、本人特定のために、相続代表

者の生年月日の記入を求めています。

また、相続登記が完了していない場合

については、法第343条第2項の規定

に基づき相続代表者を現所有者とみな

すといった一文が添えてあります。

・現所有者申告書については、現在の

ところ、運用していません。

内容は、システム印字するほどのもので

はないと考える。

異議なし いずれの帳票にも、「通知書番号」の項

目を追加希望。（対象者の特定や管

理情報となるため）

（追加）被相続人の生年月日 過不足なし。 ■回答集計

・異議なし：２団体　B市、C市、

・追加あり：４団体　E市、F市（相続人代表者届について、代表者の生年月日）、K市（相続人代表者届につい

て、被相続人の生年月日）、I市（通知書番号）

・コメントあり：A市

・システム印字不要：G市

■事務局

　構成員からの意見を踏まえて、以下の項目を「実装すべき項目」として追加いたします。

・相続人代表者の生年月日（欄内に印字なし）

・被相続人の生年月日（K市に確認）

・通知書番号（I市に確認）

【K市】

　被相続人の生年月日が必要な理由を具体的に教えてください。

【I市】

　「通知書番号」とはどのような番号ですか。

【A市】

　システム内で管理している被相続人の氏名等の情報が印字されるため、納税義務者又は職員の記載する負担が軽減

されると考えます。

　なお、「実装してもしなくても良い帳票」として要件化するため、帳票の実装有無の判断はベンダ側に委ねられます。

22 帳票 3資産

78

671

評価証明書

納税義務者が共有の場合，共有者氏

名と持分割合の印字を任意で選択でき

る。

帳票No.78評価証明書においては、納税義務者情報から「氏名又は名称」を印字することとしており、「持分割合」について

も「実装してもしなくても良い項目」として要件化しています。

【全団体】

「共有者氏名と持分割合の印字を任意で選択できる。」については、機能要件8.2.1に以下の出力設定を「実装してもしなく

ても良い機能」として要件化いたしますが、よろしいでしょうか。

＜出力設定＞

・共有代表者以外の者に対する証明書を発行する際に、証明書上の宛名（氏名・住所）について、機能要件4.2.1の共

有情報で管理している各共有者の中から選択した者の情報を印字できること。

・共有者に対する証明書を発行する際に、機能要件4.2.1の共有情報で管理している各共有者の中から選択した者の持分

割合を印字できること。

● 承知した よろしいと考えます。 問題ないが、どちらか一方のみを印字す

ることも可能か？

持分の印字が必要ない場合もあるの

で、共有者氏名のみの印字も可能とし

てほしい。

事務局方針のとおりで問題ありません。 問題ありません。 概ね良い。 異議なし 事務局方針でOK よい。 特になし。 ■回答集計

異議なし：全回答団体

※C市コメントあり

■事務局

　「事務局方針／WT構成員向け確認事項」に記載した出力設定について、表現が分かりづらいと考えられたため、事務

局で再検討を行った結果、以下のとおりといたします。

＜出力設定＞

　共有者に対する証明書を発行する際に、機能要件4.2.1の共有情報で管理している各共有者の中から選択した者の

情報（氏名、住所、持分割合等）を印字できること。また、選択した者の情報のうち、どの情報を印字するかについても

選択できること。

【全団体】

　共有者のうちの一人に対する証明書発行の際、他の共有者の氏名・住所・持分割合の印字を求められた場合には、

共有者氏名表を添付することで対応することが考えられます。

　貴団体において、他の共有者の氏名・住所・持分割合の印字が必要な場合にどのように対応していますか。

●

23 印字 3資産 71、

72

705 納税通知書

（土地・家

屋・償却資

産）

納税通知書

（土地・家

屋）

納税通知書の印字項目について、区分

所有家屋の敷地である土地に係る税額

（共用土地税額）を「実装すべき項

目」と考えます。

【全団体】

一般家屋（共用土地以外の土地）と区分所有家屋（共用土地）を両方所有している場合に、納税通知書及び課税明

細書にどのように記載されているかを確認させていただくため、下記パターンに応じてサンプルのご提供をお願いいたします。

①一般家屋（共用土地以外の土地）と区分所有家屋（共用土地）をひとつの帳票にまとめて記載している場合

　両方の家屋（または共用土地と共用土地以外の土地）の記載がある納税通知書及び課税明細書のサンプルをご提供く

ださい。

②一般家屋（共用土地以外の土地）と区分所有家屋（共用土地）それぞれ別の帳票に記載している場合

　区分所有家屋（共用土地）の記載がある納税通知書及び課税明細書のサンプルをご提供ください。

いただいたサンプルを参考に、今後区分所有家屋及び区分所有家屋の敷地の用に供する土地の関係の検討を行います。

● ①一枚に一緒に印字している。一般家

屋と区分所有を表記で見分けるための

区分表示等はおこなっていない。

明日（5/20）サンプルを送付いたしま

す。

→（事務局）ありがとうございます。帳

票の内容からパターン①と判断いたしま

した。

一般家屋・土地と、区分所有家屋につ

いてはひとつの帳票で、共用土地につい

ては別の帳票。サンプルを参照のこと。

①です。

サンプル「【別紙】納通サンプル」のとおり

です。提出可能な実物サンプルがない

ため、該当ページの表記に即したデータ

をお送りします。

実際の表記・計算に即していますが数

値、名称等はダミーです。フォントや文

字サイズ等も現物とは異なっています。

本市の運用は①のみです。 当市は①。 サンプル参照 I市は①（サンプル別紙） ① 特になし。 ■回答集計

①の運用：A市、B市、C市、E市、F市、G市、I市、K市

②の運用：なし

■事務局

　構成員からの回答を踏まえて、標準仕様書においてもパターン①の方針といたします。

24 印字 家屋 76

78

79

80

81

83

91

708 各種証明書 【団体意見】

各種証明書（評価証明書、公課証明

書等）において、「主棟と附属棟の別」

を追加

【全団体】

各種証明書（評価証明書、公課証明書等）において、「主棟と附属棟の別」を印字項目として要件化することの必要性を

ご回答ください。

● 棟番号等で並び替えされるように登録

している。

特に表示は現在行っていないが、必要

とは考えていない。

当市では必要ないと考えます。 必要ないと考える。 特段必要ないと考えます。 名寄帳に印字があれば納税義務者に

分かりやすいのではないかと考えます。

他証明書等は必要性は低いと考えま

す。

当市では、課税台帳の単位で評価証

明書を出しているため、主棟と附属棟の

別はない。

現状そのような機能はないが、問合せも

あるためあってもよい

現行では、主棟、附属棟合算した面

積、評価額などを記載し、備考欄に「附

属建物有」と印字しています。、「主棟と

附属棟の別」に記載することにより、名

寄帳と同じ記載となり、より分かりやすく

なると考えます。

現行K市では、通常家屋番号ごとに印

字しているが、棟別での発行依頼があっ

た場合は、棟別で出力している。棟別

で出力した場合は、主棟を「家屋１」と

し、附属棟を以降「家屋２」「家屋

３」・・・と印字しており、申告者からの要

望も一定数あることから主棟と附属棟の

別の印字は必要。

未登記の増築部分などを登記する際、

納税義務者や土地家屋調査士などは

評価証明書で棟別の証明を取得し、そ

こに記載されている構造や面積などを参

考に登記されていることや、納税通知書

の課税明細にも棟別の記載がされてい

ないことからも必要ではないでしょうか。

■回答集計

必要（あってもよいも含む）：　４団体　H市、I市、K市、地方税共同機構

不要（必要性低い）：５団体　A市、C市、E市、F市、G市

■事務局

　本項目については、必要な団体と不要な団体に分かれているため、「実装してもしなくても良い項目」として要件化いた

します。

　なお、実装方法として、I市における現行の取扱い「備考欄に印字」を参考にし、「備考欄に印字する項目」として要件

化を検討いたします。

25 機能 土地 300 後日回答待

ち

前回WTの構成員からの意見を踏まえ

て、負担調整措置に関する管理項目を

検討する。

前回WTの議事結果を踏まえて、負担調整措置に関する管理項目として下記項目といたします。

＜負担調整措置に関する管理項目＞

・住宅用地地積

・現年度評価額

・下落率

・前年度（比準）課税標準額

・本則課税標準額

・現年度課税標準額

・負担水準

・負担調整率

・負担区分（実装してもしなくても良い項目）

※負担区分（A市聞き取りの結果、減額区分も同様の項目）とは、当該土地の負担水準が、負担調整措置におけるどの

分類（例：小規模住宅用地において100％を超えている等）に属しているかを表す項目であり、計算には用いないが運用

上必要とする団体もあるため「実装してもしなくても良い項目」とする。

　事務局方針のとおりといたします。

26 機能 土地 339 特定共用土

地

特定共用土地について、条文を再度整

理した上で構成員に確認する。（不明と

する団体が多数あったため。）

事務局にて確認したため、下記のとおり報告いたします。

＜地方税法施行規則第15条の４より＞

特定共用土地とは、その土地に存する区分所有家屋の専有割合と同じ割合により共有された土地のことをいう。

現行の標準仕様書案では、4.2.1の＜共有情報＞において「共有区分（一般共有、区分所有）」及び「当該共有者グ

ループが所有する資産ごとの各共有者の持分割合（登記持分、現況持分）」を「実装すべき機能」として要件化しているた

め、特定共用土地の管理について可能である想定です。

　事務局方針のとおりといたします。

28 機能 3資産 3822 納税通知書

の発送日、賦

課決定日、

更正決定日

の管理

前回WTの構成員からの意見を踏まえ

て、納税通知書発送日、賦課決定日、

更正決定日 を管理項目として要件化

する必要性を検討する。

1.2.1、2.2.1または3.1.1の課税台帳で管理する情報に「更正決定日」を「実装してもしなくても良い項目」として要件化い

たします。

6.2.1の「名寄情報」に「納税通知書発送日」「賦課決定日」をそれぞれ「実装してもしなくても良い機能」として要件化いたし

ます。

・納税通知書発送日：納税通知書を発送した日

・更正決定日：課税台帳の情報を修正した日

・賦課決定日：名寄処理を行い、名寄情報を修正した日

　事務局方針のとおりといたします。

29 印字 3資産 276 免税点未満

の場合の印

字方法

免税点未満の場合、名寄帳にどのように

印字されるか、事務局で検討する。

帳票No.58名寄帳兼（補充）課税台帳の印字項目に「免税点以上と免税点未満の別」を「実装してもしなくても良い項

目」として要件化し、備考に『免税点未満の場合のみ「※」を表示する等の対応も可とする。』と記載いたします。

【全団体】

意見団体からは、名寄帳兼課税台帳への印字項目の追加を要望する意見であったが、その他の帳票においても「免税点以

上と免税点未満の別」が必要な帳票があれば教えて下さい。

● 公課証明書に相当税額を表示する場

合、免税点未満の場合に相当税額を

表示しない設定が現在可能です。

特にありません。 問題なし。 当市では土地・家屋のどちらかが免税

点未満であっても最終的に課税が発生

していれば納税通知書に免税点未満

の課税標準額が記載されるため、名寄

帳へ記載を行うのであれば帳票の統一

性の観点から納税通知書への記載も

検討すべきと考えます。

なし 【土地家屋】

特にない。

【償却】

地方税法第387条の規定によれば、名

寄帳は土地・家屋に係るものであるた

め、償却資産については名寄帳を整備

する必要性はなく、償却資産について

要件化は不要であると考えます。

名寄帳兼（補充）課税台帳のみでよ

い

特にありません。 課税明細書

現行K市では、土地と家屋のいずれか

が免税点未満の場合、課税明細書の

各物件の摘用に免税点未満と記載し

ている。

特になし。 ■回答集計

特になし：７団体　B市、C市、F市、G市、H市、I市、地方税共同機構

納税通知書（課税明細書）：２団体　E市、K市

公課証明書：１団体　A市

■事務局

　本項目については、構成員からの意見を踏まえて「実装してもしなくても良い項目」として要件化いたします。

　なお、実装方法として、「備考欄に印字する項目」として要件化を検討いたします。

30 帳票 3資産 367 出力条件の

必要性の確

認

F市から以下の出力条件の必要性につ

いて回答いただき、回答内容を踏まえて

反映するか否かを検討する。

・「対象となる特例・非課税・減免の類

型の有無を指定できること。」

F市への個別確認の結果、出力条件「対象となる特例・非課税・減免の類型の有無を指定できること。」については必ずしも

必要でないという回答をいただきましたので、反映いたしません。

　事務局方針のとおりといたします。

31 印字 家屋 707 印字項目

建築年月日

建築年月日のうち、月日についてはオプ

ションとする、レイアウト検討時に再検討

とする

印字項目の全国照会時には、備考欄に『「月日」については「実装してもしなくても良い項目」とする。』と記載して照会してお

り、「建築年月日」のうち「建築年」のみの印字も可能となる想定です。

【全団体】

①機能要件8.2.1において、以下の機能を「実装してもしなくても良い機能」として要件化いたしますが、よろしいでしょうか。

　＜出力設定＞

　　・課税台帳上で管理されている「年月日」をすべて出力する。

　　・課税台帳上で管理されている「年月日」のうち「年」のみ出力する。

 ②帳票出力のたびに、「年月日」の印字の有無を選択する必要性はないと考えておりますが、よろしいでしょうか。

● 承知した よろしいと考えます。 ①問題ない。

②問題ない。

①②とも事務局方針のとおりで問題あり

ません。

①②問題ありません。 ①概ね良い。

②概ね良い。

異議なし 事務局方針でOK ①現行K市では、建築「年月」を証明

書へ印字しており、「日」をブランクとして

出力可能であれば「実装してもしなくて

もよい機能」として要件してもよい。

②よい

特になし。 ■回答集計

①：全団体異議なし

②：全回答団体異議なし

※K市は①について、「日」をブランクとしたい。

■事務局

　①②において、概ね了承いただきましたので、事務局方針のとおりといたします。

【K市】

　『「年月日」のうち「日」のみをブランクとする。」の理由について、以下の①②から選択してください。

①「年月日」のうち「日」を管理できていないデータがあるため。

→この場合、「年月日」の印字を行えば、管理していない「日」のみブランクとしての印字が可能です。

②「年月日」いずれも管理できているが、印字項目として「年月のみ」を設定したい。

→この場合、出力設定を追加する必要性がございます。本WTで検討し、必要に応じて要件化いたします。

●

34 機能 家屋 2.1.1

.

1370 家屋に設定

できる所在地

の下限

家屋の所在地として設定できる土地

の数について、構成員に確認したとこ

ろ、100の所在地が設定できれば充

分とのことであった。

家屋の所在地の数の上限について、

技術的な観点をAPPLIC税TFに確

認し、その結果を踏まえて検討する。

APPLIC税TFへ以下の質問を行い、所在地を無制限に管理できるシステムも存在するという回答があり、前回WTにおいて

構成員より、100の所在地が設定できれば充分との意見をいただきましたので、機能要件2.1.1「最低でも100の所在地を

管理できること」の要件については、原案どおりといたします。

なお、現行の仕様書案では、家屋現況情報に「所在地」を要件化しておらず、未登記家屋や登記と異なる所在地の家屋も

考えられるため、2.2.12の「家屋現況情報」に「所在地（最低でも100の所在地を管理できること）」を追加いたします。

＜総務省より質問＞

　全国意見照会の結果及びWTでの検討を踏まえて、家屋に設定できる所在地の数を100以上として仕様化する方針で

す。

　これについて、仕様化された場合は実装をご検討頂ける内容か、技術的に可能な仕様となっているか、課題など、ご意見を

頂戴できると幸甚です。

＜APPLIC税TF＞

外所在地の管理必要性が、自治体によって異なります。

外所在地を証明書の添付資料としている自治体では必須と言えますが、外筆数だけ管理すればよい自治体、そもそも管理し

ていない自治体もあります。

各社の対応状況もまちまちです。家屋データに外所在地を無制限に管理できる、家屋と土地を結びつけて管理するなどです。

　事務局方針のとおりといたします。
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36 機能 家屋 2.2.1

2.

- - - 【全団体】

機能要件2.2.12の「家屋現況情報」における以下項目が何を示すか確認させてください。

・建築区分

・登録年月日

・原因

・登録原因年月日

※上２つと下２つの項目が重複しているのではないかという懸念があり、それぞれの項目の意味を確認する必要があると判断

いたしました。

● 同名の項目を管理していない。

以下のように推測しました。

・建築区分　⇒2×4　などの工法？

・登録年月日　⇒新築家屋として追加

した日？もしくは、異動入力した日？

・原因　⇒登記簿上の原因事由？

・登録原因年月日　⇒登記簿上の原

因年月日？

・建築区分：新築、増築など

・登録年月日：家屋を登録した年月

日

・原因：登録した原因のことでしょうか。

または登記原因のことでしょうか。

・登録原因年月日：原因を登録した

年月日のことでしょうか。または登記原

因年月日のことでしょうか。

現行のシステムで先の項目は無いため、

不明。

・建築区分

　建物の態様、新築、増築等

・登録年月日

　課税台帳への登録日

・原因

　異動事由、相続、贈与等

・登録原因年月日

　原因の発生日

と認識しています。

・建築区分→「当該年度　新築」「随

時処理　増築」等。ただし、本市では

「既存分」のみで、他の項目は運用して

いません。

・登録年月日→評価建築年月日（登

記家屋は基本的に登記建築年月日、

未登記家屋は施主からの聞き取りによ

る建築年月日）

・原因→新築、増築、改築の区別

・登録原因年月日→本市は運用して

いません。（空欄のまま）

建築区分：「在来分」「新築」「増築」

「改築」等の区別をする項目の認識。

登録年月日：建築区分、原因等の事

象を登録する年月日である

原因：登記事由と同様の意味合いか

（建築区分とは別の項目）

登録原因年月日：建築区分、原因が

発生した日付である。（登録年月日と

は別の日付）

・建築区分→新築・増築・改築・滅失

・登録年月日→家屋現況情報にはな

いが、基本情報に異動年月日として使

用

原因・登録原因年月日については家屋

現況情報にはなし

「建築区分」と「原因」に当たる項目は、

「異動事由」として新築、増築、滅失等

を入力しています。「登録年月日」と「登

録原因年月日」は「異動年月日」とし

て、新築として登録した年月日や現況

画面を修正した日を入力しています。I

市の場合ですと、重複していると考えま

す。

K市ではこの名称の項目がないので不

明

（K市では項目として

　　・登記識別：登記・未登記の別

　　・台帳区分：課税台帳・補充台帳

の別

　　・所有区分：区分所有家屋かどう

か敷地権有り無し

　　・区域：市街化区域・調整区域

　　・工法：一般・プレハブ・2×４の列

　　・異動事由・原因日・受付日等があ

る）

建築区分とは「一般家屋」と「区分家

屋」のどちらなのか

原因とは「新築」「増築」「改築」などのこ

と

登録年月日とは「台帳に登録した日」

登録原因年月日とは原因発生日すな

わち「新築年月日」「増築年月日」など

のこと

と理解しました。

■回答集計

「No.36建築区分等」シート参照

■事務局

「・原因」、「・登録原因年月日」については、「・建築区分」、「・登録年月日」と重複している、又は、「管理していない」と

回答いただいた団体が多いため、「・原因」、「・登録原因年月日」は機能要件から削除いたします。

【E市】

・異動事由、相続、贈与等

・原因の発生日

については、2.2.1.の項目「・異動事由及び異動年月日」で管理いただく想定です。

4/4


